
１　経済動向に係る企業等の声（1-3月期）

地域の経済動向（令和7年1-3月期）
《道北（上川・留萌・宗谷）地域》

【建設業】 

・  大工不足による作業工程遅延回避のため、大工の外注依頼や他現場の着工日の後ろ倒しなど対応

に苦慮している。第３四半期までの売上高は前年同月比 75％と低位で推移しており、受注が徐々に

回復し乖離幅が縮小しているものの、通期売上高は前年比 95％の減収となる見通しであり業況は依

然厳しい。（建築業） 

・  新たな事業が本格的に始まってきたが本番までには時間がかかりそう。工事発注時期が北海道の

季節に見合っていないため、業者のコストアップになっている。（建設業） 

・  大工の人手不足感は、事業継続そのものに影響を及ぼし深刻な状況である。既存人材については、

休日日数の増加や賃金の増額によるつなぎ止めなど限られたリソースの中で創意工夫をしているが、

新規採用は少子化による労働人口減少のなか、高待遇の企業との競合負けにより苦戦している｡（建

築業） 

・  新築戸建住宅着工数は引き続き減少傾向にあるが、冬季はもともと需要が少ないため、大きな影

響は出ていない。しかし、問題は春先以降で、住宅ローン金利や建築コスト（省エネ・ZEH 関連を

含む）の上昇、さらには少子高齢化や人口減少に伴う需要の縮小が懸念されている。また、実質賃

金が低迷している状況下では、政府による経済対策が重要であり、その効果に大きな期待を寄せて

いる。（建設業） 

・  岩石採取の採取効率が悪いため、需要はあるが供給ができず、利益面で難渋している。他社から

買い付けて販売するも、利益率が下がっている。（建設業） 

・  燃料・原材料・資材の高騰により建築単価上昇。また価格転嫁が思うようにいかず採算面でも低

下傾向が顕著。一方、土木・建築にかかる公共工事については価格転嫁が図られ相応の収益は確保

できているが工期の問題もあり時間外に係る人件費の上昇がみられる。（総合工事業） 

・  今後の新築戸建住宅の需要は緩やかな持ち直し予想が各方面から発せられているが、物価高の影

響により個人消費の足踏み状態がつづいているため予想通りの持ち直し基調になるか疑問。（建築

業） 

・  受注件数については例年通りであり、今のところそこまで厳しい状況とはなっていない。担い手

三法の改正の恩恵も受けている。また、公共事業の受注が多いが、１年を超える工事はほぼない。

（建設業） 

・  昨今の賃上げムードもあり、当社でも今年ベースアップを実施した。今後も年３％を目標に引き

上げる予定。（建設業） 

・  資材価格が高騰して高止まりが続いている。また、地元企業への新築発注がほぼなく、改修ばか

りであることに加え、見積時と発注時で資材単価が変動している場合がほとんどだが、改修依頼主

にご理解いただきにくい場合があり企業側の利益が減ると聞く。（商工団体） 

・ 土木工事、特に官公庁の工事を受注するなどしていて、例年通り工事を受注できており、大きな変

動はない。工事の中で貨物運搬を自社で行うにあたり、燃料費高騰の影響は多少ありまだ継続して

いる。一部費用は工事費に反映できても全額は不可能であるため、自治体の補助金を申請して何と

か補う予定。資材単価等の上昇について、見積後に旧単価（前年度単価表）から新単価へ見直しで

きる工事もあったので大変ありがたい。2024 年問題の直接的な影響はなく、必要があれば現場間で

人材を交代して残業時間が適切となるよう調整している。（建設業） 

・ 公共事業の依頼は大きな変動はない。民間企業からのご依頼についても大きくは変わらない。冷凍

や冷房の設備の故障は、企業様の製造等の日々の業務に影響するため、各社経営状況等にかかわら

ず発注される場合がほとんど。また、そうした場合は速やかな修繕をご希望されるため、限られた

人手ではあるが出来る限り対応している。また、管内各地域で当社のような工事対応ができる事業

者が減っているようで、利尻・礼文はもちろん、西側は遠別、東側は雄武まで行って対応すること

も出てきた。（建設業） 

 

・  数年前との変化を感じるのは、まず工事部材の高騰が続いていること。仕入れ価格が高騰してい

るので、依頼者様に説明し、工事価格に少しずつ反映させている。次に、部材の納品に時間がかか

ること。自社ではどうにもできず、依頼者様にご理解いただくよう説明に努めている。（建設業） 

・  港湾関係の公共工事事業が主体であり、その年ごとの工事発注（入札）数により売上に変動はあ

るが、おおむね例年通りの受注ができた。建築資材や運搬費（燃料費）は、仕入れ価格の高止まり

が続いている。人件費等も年々増加している。公共工事は予算や入札など制約があるため、そうし

た変動分を反映できない点は大変。（建設業） 

 

【製造業】 

・  今後、人員確保と人員補充のための賃金改定等課題が蓄積している。（食料品製造業） 

・  資材の値上げや人件費の上昇、印刷需要の落ち込みで業界全体的にコロナの時よりも厳しく感じ

る。（印刷・出版業） 

・  年末から春にかけて例年繁忙期を迎えるが、今年は受注が伸び悩み、売り上げの低下が会社の業

況を悪化させている。海外市場では中国ディーラーからの受注減も大きな影響を与えている。（家

具・木材製造業） 

・  食材費やエネルギーコストの上昇により国民の消費マインドが冷え込んでいて、当社で製作して

いる木製小物品への需要がかなり落ち込んでいることが業績に大きな影響を及ぼしている。政府が

賃上げを要求しているが、企業として利益を確保できなければ賃上げを実現することは難しい。（家

具・木材製造業） 

・  売上については道外が中心となっており、とくに関西圏での売上が多い。道内での売上は全体の

10％にも満たない。輸出については、アジア圏を中心に調査や準備を進めている。（水産加工業） 

・  Ｒ６期、売上げは上昇したが原材料費、水道光熱費などの物価も上がっているため、利益は横ば

い。物価高や人件費高が続くようだと見通しは暗い。事業者の中には廃業するところも出てくると

思われる。（製造業） 

・  バター、濃縮乳、脱脂粉乳を製造。生乳について、この夏は前年度より当工場への受入乳量が少

なかった。理由は夏の暑さ等により本州の生乳生産量が少なく、製造用に本州に送り込んだため。

製品の出荷について、コロナ禍等の牛乳・乳製品消費減の経験から他国への輸出対応を考えるよう

になり、ハラル認証を取得した。今年度から出荷可能であったが、この秋冬はバター・脱脂粉乳の

引き合いがあり在庫に不足感が出たため輸出実績はまだない。（製造業） 

・  工場の稼働は、沖底船の出漁頻度と水揚げ量が大きく影響する。例年冬季は業務が落ち着く時期

であるが、今年度は例年より荒天による休漁が多く、加工原料となる魚が入ってこないため工場や

製氷など関連する部門が十分に稼働できず苦しい状況。加工できる原料が少なくても、製造時に機

械設備全体を動かさねばならないとなると、利益が減ってしまうし、工場が稼働できず商品在庫が

少なくなることで加工品販売による十分な売上が確保できない。（漁業協同組合） 

・  石油製品の高騰が２～３年続いていて、発送に使う発泡スチロールが値上がりしている。燃料・

電気も同様で、1.5 倍程度は上がっている。そうした値上げの流れがあるので、取引先も製品単価

への反映について受け入れてくれているが、全ての値上げ分を相殺できるわけではないため純粋な

利益が減る。2024 年問題の影響を感じている。地元物流会社に製品の運送を依頼しているが、最終

集荷時間が早まった。運賃自体も上昇している。（製造業） 

・  ホタテの国内相場が上がっている。また環境の変化なのか今後ホタテの稚貝の生産が困難となる

見込みで年々減少している。当社は輸出を行っていないが、市場の動きとしては輸出についても高

く推移しており、タイ・ベトナム・台湾などに出しているそうで、道産ホタテの認知度があがり引

き合いが強く、中国による輸入停止措置直後とは市場の動きが変わっている。（製造業） 

・ 取れる魚の種類や量が年々変化しており、季節によっても波があるため、通年で従業員を雇い続け

て加工ラインを動かす適正人数の判断に悩む。（製造業） 

 

【卸売・小売業】 

・  特に小売店で季節商品（防寒商品）の持越し在庫があることと、物価高による消費の低迷の影響

もあり、商品回転数が伸び悩んでいる。また、人材不足により業務負担の増加も見られるため、今

後は市場動向をよりしっかり分析しながら商品企画を行い、幅広く人材の採用に向けた環境づくり

と業務改革に取り組む。（繊維・衣服等卸売業） 



（道北） 

・ 物価高騰による買い控えの影響を受け売上減が続いている。新商品を検討中。（食料品卸売業） 

・  今月は先月と比較して来店数減少。冬のイルミネーション効果で夕方以降は回復。円安と景気の

影響が大きく、販売単価の上昇が逆効果。節約志向である。（食料品小売業） 

・  食品・エネルギー関係の値上げが消費に影響していると感じている。（小売業） 

・  2024 年は全ての商材で値上がりとなった影響で 2025 年も同じトレンドになると思われ、消費量

は大きく減少する見込み。水産物卸売業での懸念事項としては、市中在庫となっている商材価格が

下がっていく可能性があり、仕入価格以下での販売により差損が発生する危険性がある。（食料品卸

売業） 

・  前年度より売上は若干増加しているが、経費も増加しているので利益に関しては同等である｡（機

械鋼材卸売業） 

・  例年、初売り効果で１月から売上が伸びるが、今年は思ったよりも来客が伸びず、決算に向けて

今後も厳しい状況が続くと予想している。モノの価格が上昇している昨今、仕入価格・営業費の上

昇は致し方ない部分が多く、少しでも費用を抑える努力が必要だと考えている。（自動車小売業） 

・  政府補助金の減額により仕入価格上昇が進んでいる。販売価格への転嫁が急務になっている。（小

売業） 

・  小売業での販売不振が響いているが、直需納品での売り上げは堅調に伸びている。特に行政関連

の予算消化に関係する受注が相次いだ。若干ながら円高に振れているため、この傾向が続けば負担

は軽減されていくかもしれない。（繊維・衣服等卸売業） 

・  青果物・米・グロサリー商品の高騰が続き客数は前年並みであるが、販売点数が減少しており売

上は 減収傾向。客数は観光地に近い店舗がインバウンド効果で伸びているのが特徴的。（食料品小

売業） 

・  既存の販路だけではなく、EC サイト等を運営することで、町に人が来なくても、より売上を伸

ばせる体制づくりが必要になってきている。（商工団体） 

・  国や道で中小企業支援制度がいくつかあったが、当地域の企業規模にあう設備投資に活用できる

ものはなかった印象。企業規模に合った補助がなければ、省力化や設備更新ができず、人手不足の

中なのに人手に頼るしかなくなってしまう。（商工団体） 

 

【運輸業】 

・  冬型観光やスキー授業等の対応で稼働は高くなるが、人員不足で機会ロスになる懸念がある。燃

料価格はまだまだ不安定で収支を脅かしている｡（運送業） 

・  冬期型の稼働がピークを迎え貸切稼働率や路線輸送人員は増加して増収傾向ではあるが、人員不

足で増便がままならない等の機会ロスも懸念される。観光との関連の大きい路線は外国人客の大幅

増加もあり、運賃収受に時間を要していたがタッチ決済機の導入によりスムーズになることが期待

される。今春の賃上げ交渉がどこまで対応できるか悩む。（運送業） 

 

【サービス業】 

・  依然としてスタッフ不足が継続している。仕入れ単価や人件費の高騰は価格に転嫁できていない。

１月は昨年並みの売上は確保出来そう。（理美容・ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業） 

・  旭川近郊においても、外国資本によるリゾート開発（別荘･ホテル）が活発化しており上手く受注

に繋げられているため、売上・採算ともに増加している。（サービス業） 

・  年末年始はお得意様からの予約来店と出前が伸びているが、仕入れ単価の上昇により利益は変わ

らない。スタッフ不足から予約状況に対応できていないのも現状。（飲食業） 

・  大企業との賃金格差が拡大する中で、中小企業にとって人材確保はますます厳しい課題となって

いる。（サービス業） 

・  新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後、外国人の宿泊客は増えてきている。宿泊客の内

訳は、海産物等を求めて市場や稚内を訪れるアジア人、サイクリングやウィンタースポーツを目的

に訪れる欧米人がいる。（宿泊業） 

 

 

・  数年前との変化を感じるのは、まず工事部材の高騰が続いていること。仕入れ価格が高騰してい

るので、依頼者様に説明し、工事価格に少しずつ反映させている。次に、部材の納品に時間がかか

ること。自社ではどうにもできず、依頼者様にご理解いただくよう説明に努めている。（建設業） 

・  港湾関係の公共工事事業が主体であり、その年ごとの工事発注（入札）数により売上に変動はあ

るが、おおむね例年通りの受注ができた。建築資材や運搬費（燃料費）は、仕入れ価格の高止まり

が続いている。人件費等も年々増加している。公共工事は予算や入札など制約があるため、そうし

た変動分を反映できない点は大変。（建設業） 

 

【製造業】 

・  今後、人員確保と人員補充のための賃金改定等課題が蓄積している。（食料品製造業） 

・  資材の値上げや人件費の上昇、印刷需要の落ち込みで業界全体的にコロナの時よりも厳しく感じ

る。（印刷・出版業） 

・  年末から春にかけて例年繁忙期を迎えるが、今年は受注が伸び悩み、売り上げの低下が会社の業

況を悪化させている。海外市場では中国ディーラーからの受注減も大きな影響を与えている。（家

具・木材製造業） 

・  食材費やエネルギーコストの上昇により国民の消費マインドが冷え込んでいて、当社で製作して

いる木製小物品への需要がかなり落ち込んでいることが業績に大きな影響を及ぼしている。政府が

賃上げを要求しているが、企業として利益を確保できなければ賃上げを実現することは難しい。（家

具・木材製造業） 

・  売上については道外が中心となっており、とくに関西圏での売上が多い。道内での売上は全体の

10％にも満たない。輸出については、アジア圏を中心に調査や準備を進めている。（水産加工業） 

・  Ｒ６期、売上げは上昇したが原材料費、水道光熱費などの物価も上がっているため、利益は横ば

い。物価高や人件費高が続くようだと見通しは暗い。事業者の中には廃業するところも出てくると

思われる。（製造業） 

・  バター、濃縮乳、脱脂粉乳を製造。生乳について、この夏は前年度より当工場への受入乳量が少

なかった。理由は夏の暑さ等により本州の生乳生産量が少なく、製造用に本州に送り込んだため。

製品の出荷について、コロナ禍等の牛乳・乳製品消費減の経験から他国への輸出対応を考えるよう

になり、ハラル認証を取得した。今年度から出荷可能であったが、この秋冬はバター・脱脂粉乳の

引き合いがあり在庫に不足感が出たため輸出実績はまだない。（製造業） 

・  工場の稼働は、沖底船の出漁頻度と水揚げ量が大きく影響する。例年冬季は業務が落ち着く時期

であるが、今年度は例年より荒天による休漁が多く、加工原料となる魚が入ってこないため工場や

製氷など関連する部門が十分に稼働できず苦しい状況。加工できる原料が少なくても、製造時に機

械設備全体を動かさねばならないとなると、利益が減ってしまうし、工場が稼働できず商品在庫が

少なくなることで加工品販売による十分な売上が確保できない。（漁業協同組合） 

・  石油製品の高騰が２～３年続いていて、発送に使う発泡スチロールが値上がりしている。燃料・

電気も同様で、1.5 倍程度は上がっている。そうした値上げの流れがあるので、取引先も製品単価

への反映について受け入れてくれているが、全ての値上げ分を相殺できるわけではないため純粋な

利益が減る。2024 年問題の影響を感じている。地元物流会社に製品の運送を依頼しているが、最終

集荷時間が早まった。運賃自体も上昇している。（製造業） 

・  ホタテの国内相場が上がっている。また環境の変化なのか今後ホタテの稚貝の生産が困難となる

見込みで年々減少している。当社は輸出を行っていないが、市場の動きとしては輸出についても高

く推移しており、タイ・ベトナム・台湾などに出しているそうで、道産ホタテの認知度があがり引

き合いが強く、中国による輸入停止措置直後とは市場の動きが変わっている。（製造業） 

・ 取れる魚の種類や量が年々変化しており、季節によっても波があるため、通年で従業員を雇い続け

て加工ラインを動かす適正人数の判断に悩む。（製造業） 

 

【卸売・小売業】 

・  特に小売店で季節商品（防寒商品）の持越し在庫があることと、物価高による消費の低迷の影響

もあり、商品回転数が伸び悩んでいる。また、人材不足により業務負担の増加も見られるため、今

後は市場動向をよりしっかり分析しながら商品企画を行い、幅広く人材の採用に向けた環境づくり

と業務改革に取り組む。（繊維・衣服等卸売業） 



（道北） 

・ 物価高騰による買い控えの影響を受け売上減が続いている。新商品を検討中。（食料品卸売業） 

・  今月は先月と比較して来店数減少。冬のイルミネーション効果で夕方以降は回復。円安と景気の

影響が大きく、販売単価の上昇が逆効果。節約志向である。（食料品小売業） 

・  食品・エネルギー関係の値上げが消費に影響していると感じている。（小売業） 

・  2024 年は全ての商材で値上がりとなった影響で 2025 年も同じトレンドになると思われ、消費量

は大きく減少する見込み。水産物卸売業での懸念事項としては、市中在庫となっている商材価格が

下がっていく可能性があり、仕入価格以下での販売により差損が発生する危険性がある。（食料品卸

売業） 

・  前年度より売上は若干増加しているが、経費も増加しているので利益に関しては同等である｡（機

械鋼材卸売業） 

・  例年、初売り効果で１月から売上が伸びるが、今年は思ったよりも来客が伸びず、決算に向けて

今後も厳しい状況が続くと予想している。モノの価格が上昇している昨今、仕入価格・営業費の上

昇は致し方ない部分が多く、少しでも費用を抑える努力が必要だと考えている。（自動車小売業） 

・  政府補助金の減額により仕入価格上昇が進んでいる。販売価格への転嫁が急務になっている。（小

売業） 

・  小売業での販売不振が響いているが、直需納品での売り上げは堅調に伸びている。特に行政関連

の予算消化に関係する受注が相次いだ。若干ながら円高に振れているため、この傾向が続けば負担

は軽減されていくかもしれない。（繊維・衣服等卸売業） 

・  青果物・米・グロサリー商品の高騰が続き客数は前年並みであるが、販売点数が減少しており売

上は 減収傾向。客数は観光地に近い店舗がインバウンド効果で伸びているのが特徴的。（食料品小

売業） 

・  既存の販路だけではなく、EC サイト等を運営することで、町に人が来なくても、より売上を伸

ばせる体制づくりが必要になってきている。（商工団体） 

・  国や道で中小企業支援制度がいくつかあったが、当地域の企業規模にあう設備投資に活用できる

ものはなかった印象。企業規模に合った補助がなければ、省力化や設備更新ができず、人手不足の

中なのに人手に頼るしかなくなってしまう。（商工団体） 

 

【運輸業】 

・  冬型観光やスキー授業等の対応で稼働は高くなるが、人員不足で機会ロスになる懸念がある。燃

料価格はまだまだ不安定で収支を脅かしている｡（運送業） 

・  冬期型の稼働がピークを迎え貸切稼働率や路線輸送人員は増加して増収傾向ではあるが、人員不

足で増便がままならない等の機会ロスも懸念される。観光との関連の大きい路線は外国人客の大幅

増加もあり、運賃収受に時間を要していたがタッチ決済機の導入によりスムーズになることが期待

される。今春の賃上げ交渉がどこまで対応できるか悩む。（運送業） 

 

【サービス業】 

・  依然としてスタッフ不足が継続している。仕入れ単価や人件費の高騰は価格に転嫁できていない。

１月は昨年並みの売上は確保出来そう。（理美容・ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ業） 

・  旭川近郊においても、外国資本によるリゾート開発（別荘･ホテル）が活発化しており上手く受注

に繋げられているため、売上・採算ともに増加している。（サービス業） 

・  年末年始はお得意様からの予約来店と出前が伸びているが、仕入れ単価の上昇により利益は変わ

らない。スタッフ不足から予約状況に対応できていないのも現状。（飲食業） 

・  大企業との賃金格差が拡大する中で、中小企業にとって人材確保はますます厳しい課題となって

いる。（サービス業） 

・  新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行後、外国人の宿泊客は増えてきている。宿泊客の内

訳は、海産物等を求めて市場や稚内を訪れるアジア人、サイクリングやウィンタースポーツを目的

に訪れる欧米人がいる。（宿泊業） 

 

 



【直近の景況感】

【景況感の推移】

２ 道内金融機関から見た地域景況感（1-3月期）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

非常に低調非常に好調 好調 やや好調 普通 やや低調 低調

現在の景況感 次期見通し

総合
生産
動向

消費
動向

判断理由 方向感 判断理由

業種により上昇傾向と下降傾向が部分的に存
在するものの、安定した業況を維持している業
界や企業が多いため、全体として「変わらない」
と判断した。

北星信用金庫
景況感は改善の兆しがあるが物価高によるコス
ト増加は変わらず、前期同様に「普通」と判断し
た。

景況感は改善の兆しがあるが物価高の影響不
透明から「変わらない」と判断した。

旭川信用金庫

業況全般としては安定的または堅調な傾向が
多いものの、一部の企業では環境変化に起因
する課題が見られ、原材料高騰や労働力不足
といった課題があるものの、総じて業況は安定
していることから、「普通」と判断した。

次期見通しは、良いとする企業9.3％に対して、
悪いとする企業は36.0％でDIは△26.7。
今期DI△48.0より若干改善の見通しであるが、
「非常に低調」である状態から「変わらない」と判
断した。

稚内信用金庫

当金庫で行っている景気動向調査によると、前
年同期と比べ、閑散期を迎える中、運輸業で売
上額DIと収益DI、建設業で収益DIの悪化が見ら
れたものの、その他の各業種では売上額DI、収
益DIともに改善を示した。全体としてはやや弱
い結果となっている。
以上から、総合を「普通」、生産動向を「普通」、
消費動向を「やや低調」と判断した。

同調査によると、業況DI（11.6）、受注額DI
（19.4）、売上額DI（15.3）、収益DI（2.1）で、前年
同期と比べややDIは悪化したものの、盛業期に
向かう中全業種で比較的良好な見通しを示して
いる。
以上から「上昇傾向」と判断した。

留萌信用金庫

・総合的な景況感は前期DI△7.9から今期DI△
48.0と大幅に悪化し「非常に低調」と判断した。
・生産動向は製造業DIが前期11.1から△47.0と
大幅に悪化、「非常に低調」と判断した。
・消費動向は小売業・サービス業の景況感が大
幅に悪化、「非常に低調」と判断した。

留萌信用金庫

北星信用金庫

R6-Ⅲ R6-Ⅳ R7-Ⅰ

旭川信用金庫

R5-Ⅱ R5-Ⅲ R5-Ⅳ R6-Ⅰ R6-Ⅱ

稚内信用金庫



３ 業種別の業況感ＢＳＩ（企業経営者意識調査）

R4-Ⅰ R4-Ⅱ R4-Ⅲ R4-Ⅳ R5-Ⅰ

△ 4 △ 4 △ 23 △ 22 △ 12 △ 17

R6-Ⅳ R7-Ⅰ

全業種 △ 16 △ 6 △ 7 △ 14 △ 11 △ 2 △ 6

R5-Ⅱ R5-Ⅲ R5-Ⅳ R6-Ⅰ R6-Ⅱ R6-Ⅲ

製造業 △ 17 △ 27 △ 35 △ 10 △ 11 △ 11 △ 23

△ 7 △ 7建設業 0 0 △ 13 △ 25 △ 33

△ 6 0 △ 31 △ 29 △ 16 △ 11

△ 15 △ 29△ 12 △ 6 0 △ 7

△ 18 △ 17

運輸業 △ 46 △ 9 8 6 14 9 0

△ 8 △ 7 △ 39 △ 22 △ 42 △ 36卸売・小売業 △ 7 0 0 △ 27 △ 25

4 △ 16 △ 4

0 0 △ 36 △ 29 △ 23 △ 27

資料：(株)東京商工リサーチ北海道支社 資料：北海道労働局

【公共工事請負金額】 【航空機利用による来道者数】

資料：北海道建設業信用保証（株） 資料：（公社）北海道観光機構

【企業倒産件数と負債総額】 【有効求人倍率】

7 △ 10

４ 各種経済指標

【新車登録台数】 【新設住宅着工戸数】

資料：（一社）日本自動車販売協会連合会、（一社）全国軽自動車協会連合会 資料：国土交通省
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